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研究成果の概要（和文）：電子マネーは利便性が非常に高く、我が国での発行枚数は着実に増加している。しかし、そ
の普及率は地域により大きく異なっており、地域における電子マネーの普及と活用を目指し、以下の調査、研究を進め
た。(a)地域に居住する消費者にアンケート調査を行い、消費者への普及戦略を構築した。(b)電子マネーを導入した商
店街などの実地調査により、電子マネー導入効果および導入阻害要因を分析した。(c)消費者の電子マネー利用につい
て構造方程式モデリングおよび数理モデル化を行い、消費者調査データにより検証した。(d)電子マネー普及戦略を調
査データに基づいて実証的に構築、提案した。

研究成果の概要（英文）：Electronic money or e-money is very convenient, so in our country, the number of 
issued cards is increasing. The diffusion rate, however, is very different area by area. Our objective of 
the study is to make e-money spread and used in all over Japan. We made investigations on four themes: 
(a)investigating consumers on their consciousness of e-money, (b)on-the-spot investigation on shopping 
streets, (c)modeling consumers' use of e-money, and (d)constructing strategies for diffusing e-money to 
consumers and shopping streets.

研究分野： 経営情報学

キーワード： 電子マネー　普及戦略　データ分析　数理モデル　消費者調査　構造方程式モデリング
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１．研究開始当初の背景 
(1)電子マネーの西欧での利用実験、東アジ
アでの利用拡大 
イギリスの Mondex、ドイツの GeldKarte、
フランスの Moneo が 1995 年以降に実証実験
された。しかし、利用者にも商店にも付加価
値が明らかにならず、人々の関心も低く、い
ずれも実験は中止された。一方、東アジアで
は、1997 年にサービスが開始された香港で
1,400 万枚以上、ソウル、釜山、上海でもそ
れぞれ 2,600 万枚以上発行されている。中で
も日本では電子マネー発行枚数が増加を続
けており、2011 年 6月には 1億 5,852 万枚に
なったという[日本銀行]。 
(2)電子マネーを使った商店街活性化や地域
振興の状況 
筆者らは長崎市浜んまち商店街、香川県高

松市中心部商店街、神奈川県横須賀市久里浜
商店会協同組合などを調査してきた。近隣の
商店街や大型スーパーマーケット、さらには
鉄道会社などと共同して、同じ電子マネーを
商店街で導入することは、消費者の電子マネ
ー利用機会を増加させ、商店街の活性化や商
店の売上増加、客層の広がり、買い回り情報
の取得による回遊経路の改善など、利点が大
きいことがわかった。他に、商店街でまとめ
て電子マネーを導入した例として、東京都の
墨田区内 47 商店街、五反田商店街、大森銀
座、仙川、千葉県の流山 14 商店街、長野県
駒ヶ根市、名古屋市大須、広島県熊野町、熊
本市などがあり、今後も続々と導入されよう。
割引やポイント付与、売上の一部を自動的に
地元に寄付する仕組みなどと合わせて、電子
マネー導入は商店街活性化や地域振興に貢
献している。 
(3)電子マネーは利便性が非常に高く、上述
のように我が国での発行枚数は着実に増加
している [日本銀行]。しかし、その普及率
は地域により大きく異なっているため[渡部、
岩崎、2011]、地域における電子マネーの普
及と活用が望まれる｡ 
 
２．研究の目的 
地域における電子マネーの普及と活用を

目指し、以下の 4 点の調査、研究を進める。
(1)各地域に居住する消費者にアンケート調
査を行い、消費者への普及戦略を構築する。 
(2)電子マネーを導入した商店街などの実地
調査により、電子マネー導入効果および導入
阻害要因を分析し、電子マネーの商店街など
への導入戦略を構築する。 
(3)消費者の電子マネー利用、商店の導入に
ついて構造方程式モデリングおよび数理モ
デル化を行い、消費者調査データ、商店街調
査データにより検証、改善を図る。 
(4)消費者・商店・発行事業者などの多様な
観点を統合した、地域電子マネーの普及条件
及びその効果を、マルチ・エージェント・シ
ミュレーションを用いて明らかにする。 
 

３．研究の方法 
(1)主に関東地方で消費者の電子マネーに対
する意識調査を行い、並行して同地方の電子
マネーを導入した先進的商店街を調査し、上
記モデル作成・検証に活かす。毎年、同様の
調査とモデル検証を行う。さらに、全国の小
規模都市の一部にて同様の調査とモデル検
証を行う。最後に、モデルの検証を行い、総
合的な電子マネー普及・活用戦略の構築と提
案を行う。 
(2)利用されている地域通貨をフィールドサ
ーベイにより調査し、それをマルチ・エージ
ェント・シミュレーションのモデルで表現し、
シミュレーション条件を変更することで、電
子マネーの普及条件を明らかにする。そこで
地域通貨の効果を測定するために、地域商店
街と大型ショッピングモールにおけるシミ
ュレーションモデルを作成し検証する。 
 
４．研究成果 
(1) 関東地方に居住する 20代から 60代の男
女1,470名に電子マネーに対する意識や利用
状況、交通や買い物の利用環境について質問
紙調査を行った｡また、関東地方、中部地方、
関西地方に居住する 10代後半から 30代の男
女、742 名に電子マネーに対する意識と利用
状況について質問紙調査を行った｡その結果
を分析したところ、電子マネーの利用頻度お
よび利用意向を向上させる要因には、「地域
の交通網発達度認識」、「地域の流通網発達度
認識」、「交通機関での利便性認識」、「買い物
での利便性認識」、「個人の情報収集関与度合
い」、および「電子マネーの必要性」がある
ことが判明した｡これらの要因と電子マネー
利用頻度および利用意向との因果関係を分
析し、論文にまとめた｡また、判明した因果
関係を元に電子マネー普及策を検討し、提案
を論文にまとめた｡ 
(2)関東地方に居住する 20 代から 60 代の男
女 1,000 人に、電子マネーの利用状況、電子
マネーに対する意識、居住地周辺の交通利便
性や買い物利便性などの利用環境、インター
ネットを利用した情報収集頻度などについ
て、質問紙調査を行った｡その結果を分析し、
電子マネー利用モデルを作成した｡分析の結
果、地域の交通環境が良好なほど人々は交通
系電子マネーを利用することがあきらかに
なった｡また、地域の買い物環境が良好で、
さらに人々が買い物利便性を高く評価して
いるほど、流通系電子マネーを利用すること
が判明した｡さらに、人々が電子マネーに対
して不安を抱いたり、必要としないなどと考
えるほど、交通系電子マネーも流通系電子マ
ネーも利用されない方向に作用することが
判明した｡ 
(3) 電子マネーや地域通貨発行による商店
街の活性化とマルチ・エージェント・シミュ
レーションによるモデル化を行った｡ 
①商店街は都市化の影響や大型ショッピン
グモールの設立などの影響を受け、客足が減



少し、衰退している地域がある。そのような
地域にもう一度人を呼び込む再生策として、
行政の補助金で、「地域通貨」を導入する事
例もある。しかし、一方では国や自治体の支
援を失うと資金面などの負担をその地域で
負う必要があり、地域通貨が機能しなくなり
消滅する場合もある。 
地域通貨も電子マネーを利用したものが

登場してきている。本研究では長野県佐久市
で普及していた「佐久っ子 WAON カード」を
とりあげ、シミュレーションモデルを作成し、
地域通貨がどのような条件なら人々に普及
し、商店街を利用してもらえるようになるか
を考察した。シミュレーションは「ついで買
い」「ポイント制度」「初期ポイント」の３つ
の条件の組み合わせで行った。 
シミュレーションの結果、商店街に消費者

を誘導する施策として有効なのは「ついで買
い」と、「初期ポイント」であった。 
②地域マネーによる商店街振興策の提案 
シミュレーションの結果、ディスカウント

効果を狙ったポイント制度だけでは集客効
果が得られないことが分かった。しかし、最
初に初期ポイントを消費者に与えれば、イオ
ンに対する商店街の価格競争力が高まり、消
費者は商店街で買い物をするようになる。但
しポイントが枯渇しないようにポイント付
与率を調節する必要がある。 
そこで地域電子マネー普及に関して４つ

の施策を提案した。第１に、初期付与ポイン
トの設定である。イオンより若干有利な商品
価格になるようにポイント付与率を調整す
る必要である。第２に、ポイントの使用上限
を設定することである。これにより、溜まっ
たポイントを一気に消費してポイントが枯
渇してしまう事を避ける必要がある。第３の
施策として、ついで買いを引き起こすことで
ある。子供が商店街の塾に通っている消費者
は、初期ポイントが無い場合でも商店街での
買い物を多くする。これは駐車場による「つ
いで買い」設定の効果が高いことが原因であ
る。商店街に塾以外の魅力的な商品店舗を設
置するべきである。第４に駐車場の利便性の
向上である。駐車場の利便性が店舗の選択に
大きく関わっていた。イオンの駐車場の利便
性に対抗できるような駐車場の利便性の向
上が必要である。 
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